






　本件における申立人・抗告人は、既に婚姻していることから、特例法 3条 1項 2
号の「現に婚姻をしていないこと」（以下、「本件規定」という。）という要件を満





　なお、性同一性障害は、ICD-10 中の F64 以下（分類F64.0 ～ F64.9）に採用さ
れているものの（厚生労働省大臣官房統計情報部編・疾病、傷害および死因統計分
類提要 ICD-10 準拠第 2巻 266 頁（2006 年）。）、ICD-11 においては性別不合（個
人が経験する性と、割り当てられた性の間の、明らかで持続的な不一致。）となり






3条 1項 2号の憲法 13条及び 14条 1項適合性
　
	 大阪高決令和元年 6月 20日判タ 1473 号 69 頁







　申立人・抗告人は、平成 7年 6 月 15 日に女性である B（以下「妻」という。）
と婚姻した。申立人・抗告人と妻との間には、平成 8年に長女が生まれた。申立人・
抗告人、妻及び長女は、現在に至るまで同居して生活している。
　申立人・抗告人は、平成 24年 2月 23 日からホルモン療法を受け始め、平成 26
年 3月 24 日に性別適合手術を受け、現在は、乳房の女性化、全身の少毛化、体脂
肪の増加、筋力の低下が認められ、また、生殖腺の機能は永続的に失われている。
　申立人・抗告人は、平成 29年 3月 3日付け、名の変更許可の審判（京都家裁平
成 28年（家）第 2213 号）により、同月 6日、名を「C」から「D」に変更した。
　申立人・抗告人は、平成 31年、京都家裁に性別変更を申し立てたが、京都家裁は、



















する性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律 3条 1項 2号の規定（本





















　上記の理解は、原審が参照する東京高決平成 17 年 5 月 17 日家月 57 巻 10 号
99 頁においても共有されている。つまり、東京高決平成 17年 5月 17 日は、本件
規定の趣旨を「同性婚という現行法秩序において解決困難な問題の発生を回避する


















はできないと主張されることから（大村敦志・家族法〔第 3版〕286 頁（2010 年・
有斐閣）。））、本件規定の必要性につながるものと思われる（大村敦志・新基本民法





本国憲法第 5版 156 頁（2020 年・有斐閣）。）、将来的な変更や解釈の余地を残し
ているものと思われる。そして、現状においては、同性婚を認めないことは憲法
13条、14 条 1項及び 24条に反して違憲であるという学説が有力になっていると
思われる（木村草太「憲法と同性婚」杉田敦編・岩波講座現代第 4巻グローバル
化のなかの政治 98頁（2016 年・岩波書店）、三輪晃義「同性婚と人権保障」法セ
753 号 19 頁（2017 年）、石田若菜「LGBTと家族‐同性婚の禁止は憲法に違反
するか‐」谷口・前掲書 165 頁。）。





とまでは解されない」と判示している（控訴審の東京高判令和 2年 3月 4日 LEX/
DB25570944 とあわせて、二宮周平「同性カップルの共同生活～その法的評価と
事実婚としての保護～」戸時 804 号 2頁以下（2020 年）参照。）。また、判タの匿
名コメントでも触れられているが、全国 5地裁で行われている一連の同性婚をめぐ
る訴訟で 2021年 3月 17日に札幌地裁において初の判断が下される予定であり（毎







リ 1364 号 7 頁（2008 年）。）。申立人・抗告人は、平成 7年に妻と婚姻して、平


















抗告人が平成 24 年にホルモン療法を受け始めたり、平成 26 年に性別適合手術を
受けたりした時点においては未成年であった。実際には、女性の身体を持ち、女性
として生活している父がいるとされているが（大島俊之・民商 134 巻 3号 507 頁
（2006 年）。）、申立人・抗告人も妻及び長女と同居をしており、そのように生活し
ていたものと推測される。このように考えると、特例法 3条 1項 3号を設けた趣
旨である家族秩序の維持や子の福祉が趣旨として実際に妥当しているのかという点
についても、本件は一考の余地があることを示唆している事例であると思われる。






























られる。つまり、保険法 43 条 1項が任意規定であることから、生命保険会社は、
約款または内規において、モラルリスク防止の観点から保険金受取人の配偶者や二
親等内の親族等に保険金受取人を限定している（日本生命保険生命保険研究会編著・







プロジェクトチーム・前掲書 93 ～ 94 頁。）、モラルリスクの有無を査定している
ものと考えられる。しかしながら、同性婚が法的に認められれば、異性婚と同等に
扱われることになり、またパートナーシップ制度も不要となることから、上記のよ
うな生命保険会社の対応は不要となる。言い換えると、生命保険業界としては、パー
トナーシップ制度が全国の各自治体に採用されるよりも、同性婚が法的に肯定され
たほうが業務負荷は減少するものと思われる。
以上
